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分散型エネルギーシステム構築に向けた政策動向について

2025年2月10日

資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部

新エネルギーシステム課 課長 山田 努

2025/2/10 公益事業学会政策フォーラム



１．エネルギーシステムの構造変化

２．直近の政策動向

① 定置用蓄電池の導入
② ディマンドリスポンスの普及
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エネルギーシステムの構造変化 

• 日本のエネルギーシステムは、大きな構造変化「５D」に直面している。

Depopulation
（人口減少）

De-carbonization
（脱炭素化）

De-centralization
（分散化）

Deregulation
（制度改革）

Digitalization
（デジタル化）

IoT,AI,5G,シェアリングRE100

発 電

送電／配電

小 売

✓ エネルギー需要の減少
✓ インフラの老朽化

・赤字路線化

✓ 世界的な気候変動対
策への機運の高まり

✓ 再エネの主力電源化

✓ 分散リソースの価格
低減

✓ レジリエンスへの要請

✓ 電力小売全面自由化
✓ 発送電分離
✓ 投資予見性の低下

✓ デジタル技術の浸透
✓ エネルギー分野への応用
✓ 電力需要増加への対応

（データセンター等）

従来の大規模集中電源の電力システムのみならず、

分散型リソースを安定的・有効的に活用することが求められている。
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出典：第71回再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会（2024年11月28日）資料１
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出典：第71回再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会（2024年11月28日）資料１
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出典：第71回再エネ大量導入・次世代電力NW小委員会（2024年11月28日）資料１
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新エネルギーシステム課のミッション
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系統混雑
解消

需要制御

課題 手段

エリア内融通

需要形成

政策

１．出力制御の抑制

２．疑似慣性力

３．蓄エネルギー

７．地域マイクログリッド

エリア間融通 ４．マスタープラン

５．海底直流送電（HVDC）の整備

６．日本版コネクト＆マネージ

需要応答
８．DR

※ Safety（安全性）、Energy security（安定供給）、Economic efficiency（経済効率性）、Environment（環境適合）



エネ基（原案）の概要

8

第７次エネルギー基本計画（原案）における位置づけ
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（参考）第７次エネルギー基本計画（原案）本文
Ⅴ．２０４０年に向けた政策の方向性

３．脱炭素電源の拡大と系統整備

（１）～（４）（略）

（５）次世代電力ネットワークの構築

①・②（略）

③系統・需給運用の高度化

（ア）（略）

（イ） 蓄電池・ディマンドリスポンス（ＤＲ）の活用促進

電力システムの柔軟性を供出するにあたり、蓄電池は、再生可能エネルギー等で発電された電力を蓄電し、夕方の需要ピーク時などに電力
供給する調整電源として、ディマンドリスポンス（ＤＲ）は需給バランスを確保するための需要側へのアプローチ手段として重要である。２
０２１年度から補助金による系統用蓄電池の導入支援を行い、２０２３年度に開始した長期脱炭素電源オークションにおいても応札対象とし
導入促進を図っている。また、各電力市場で取引可能となる等、環境整備が整いつつあり、系統用蓄電池の接続検討受付件数は増加している。
一方、価格競争に陥り安全性や持続可能性が損なわれる懸念や系統接続の長期化、各電力市場での収益性評価が不十分である等の課題も顕在
化している。このため、支援措置における事業規律を確保するための要件等の検討や収益性の評価等を通じ、安全性や持続可能性が確保され
た蓄電池の導入を図ること等が必要である。

蓄電池やコージェネ等の分散型エネルギーリソース（ＤＥＲ）の普及等に伴い、これらを活用したＤＲも進展している。今後、製造事業者
等に対して目標年度までにＤＲｒｅａｄｙ機能を具備した製品の導入を求める仕組みの導入、スマートメーターのＩоＴルートを利用したＤ
Ｒ実証、蓄電・蓄熱等を活用した電力貯蔵システムやコージェネ、負荷設備、蓄熱槽等のＤＥＲを活用したアグリゲーションビジネスの促進
等を行い、ＤＲの更なる普及を図ることが必要である。また、ＤＥＲの活用にあたっては、地産地消による効率的なエネルギー利用や災害時
のレジリエンス強化等にも資する地域マイクログリッドが重要である。今後は、一部の地域で見込まれる系統混雑の緩和等に向けて、技術的
な実現可能性を追求していく。
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• 蓄電システムの自立的普及拡大に向け、国内外の事業環境や市場動向を把握し、次なる施策のとりま
とめを目的とし、定置用蓄電システム普及拡大検討会を実施。

定置用蓄電池の導入加速に向けた取組 出所：2024年度定置用蓄電システム普及拡大検討会資料
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出典：第5回 2024年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会（2025年1月30日） 資料3
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出典：第5回 2024年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会（2025年1月30日） 資料3
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出典：第5回 2024年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会（2025年1月30日） 資料3
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出典：2024年度第4回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 資料4－1（2024年11月11日）
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LDESの重要性が高まる再エネ比率

出典：2024年度第4回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 資料4－2（2024年11月11日）
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出典：第5回 2024年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会（2025年1月30日） 資料3
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GX・エネルギー政策におけるDR政策の必要性

• 2050年CNの実現に向けては、S+3Eを大前提に、ベースロード電源として原子力の最大限

の活用および再生可能エネルギーの主力電源化が必要。

• 一方、長期固定電源※である原子力、太陽光や風力などの変動性再生可能エネルギーが共存す

るためには、DRに挙げられるカーボンフリーフレキシビリティの確保が必要。

ディマンド リスポンス

※ 長期にわたり安定的に運転を行うことで高いコスト競争力を発揮するという特性を持つ、地熱や原子力といった電源のこと。また、これらの電源は一般的に、短時間で出力を上げ下げ
（負荷追従）することが技術的に困難という特性があり、仮に停止した場合、再度運転させるまでに時間がかかるため、運転を再開するまでの間の電力需要を満たすためには、すぐに
運転を再開できる火力で埋め合わせることとなり、結果としてコストやCO2排出量の増加につながる。

原子力 再エネ

＋ 火力+CCS

揚水

カーボンフリーフレキシビリティ
（CO2を排出せずに電気の需給等を調整する機能）

電気不足時は
節電・自家消費

放電

充電
H2

H2

DR
ディマンドリスポンス

電気余剰時に
電気を使う
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出所：第46回 省エネ小委（2024年9月3日）事務局資料
DRの位置付けと課題
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工場等（特高・高圧）におけるDRの促進

出所：総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第69回） 資料2
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改正省エネ法でのDRの取り組みの促進

出所：2022年10月18日 2022年度第2回 工場等判断基準ワーキンググループ 資料3

• DRの取組を促すべく、改正省エネ法において、「電気の需要の最適化」を位置づけ。

• DR実施日数の報告（義務）に加え、「DRの実績値」及び「DRの実績に活用した設備」につ

いて、2024年度実績から報告（任意）して頂く。

出所：エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律施行規則の一部を改正する省令（案）
に対する意見公募 様式9 改正案
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既存リソースのDR対応化（IoT化）支援

• 高圧以上の需要家側に設置されている既存のリソースを、DR対応可能とするための通信設備、

センサー、EMS等の設置（IoT化）を支援。
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家庭や小規模なオフィス（低圧）におけるDRの促進 ①

出所：第69回 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料2
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家庭や小規模なオフィス（低圧）におけるDRの促進 ②

出所：第46回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 事務局資料
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家庭や小規模なオフィス（低圧）におけるDRの促進 ③

出所：第4回 DRready勉強会 資料4
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スマートメーターのＩоＴルートを利用したＤＲ実証（新規）

• 一般送配電事業者は特定計量制度に基づく特例計量器のデータ活用に向け、IoTルートを構築。

• IoTルートは、上り情報のみならず、下り情報も伝送可能であることから、IoTルートを活用

し、下り情報の伝送（機器制御）の可否を検証する。

SM通信NW

電力SM

特例計量器

IoTルート

無線端末

HES/
MDMS

公開サーバ 外部サーバ
（小売電気事業者）

一送(電力SMシステム、託送システム)

託送システム等

分散電源

接続サーバ 外部サーバ
（小売電気事業者・
アグリゲータ等）

無線端末

分散電源 制御／応答情報(下り／上り情報)

特例計量器 計量データ等(上り情報)

・ 制御信号の検討
・ 多様なアグリゲーターが接続できるシステムの構築
・ リソースや系統ノードの情報を管理するシステムの構築

・ スマートメーターのIoTルートの空
き帯域における通信回線の検証

・ 各種機器がセキュリティを担保した上で、
接続、制御可能かの検証

・ 複数リソース制御の検証
・ 無線端末の要件定義、試作

主な検証項目
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ご清聴ありがとうございました。
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• 万博は、その時代の技術の粋を世界に向かって発信する機会。

• 1970年の大阪万博では、「万国博に原子の灯を」を合言葉として、関西電力・美浜原子力発電
所１号機から、商業用として初めて原子力発電由来の電力が万博会場に供給された。

• 資源小国の日本における万博で、新時代のエネルギー安定供給の第一歩を世界に発信した。
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1970年 大阪万博における新エネルギーに関する取組



33

「2025年 万博   × ペロブスカイト太陽電池」
⚫ GI基金を活用して実証したペロブスカイト太陽電池が万博会場の各所に登場。実際に目にして
頂くことで、その性能（軽量、壁面・曲面にも対応可等）を実感。

⚫ ペロブスカイト太陽電池の製造やサプライチェーンでは、多くの関西企業が躍動。関西から日本発の次世代
再エネの技術を、世界にアピールしていく。

出典：積水化学工業(株)

うめきた（大阪）駅広場部分にてフィルム
型ペロブスカイト太陽電池を設置。 今後
他の鉄道施設への展開を目指す。

出典：JR西日本HPより一部加工

フィルム型ペロブスカイト
太陽電池を採用予定

積水化学工業が、西ゲート交通ターミナルのバスシェ
ルターに開発中のペロブスカイト太陽電池を250mにわ
たり設置、蓄電を行い、夜間LED照明用の電力として
利用。

大阪の玄関口にもバスターミナルにも ユニフォームにも

豊田合成が、京大発ベンチャーのエネコートテクノロ
ジーズ製ペロブスカイト太陽電池を貼り付けたス
マートウェアを試作、民間パビリオンの出展企業と
協業し、実用化に向けて実証を開始。発電した電
気はウェアの冷暖房等に使用予定。

出典： 豊田合成(株)HP



「2025年 万博  × 水素・アンモニア 未来社会体験」

水素燃料電池船の遊覧航行

水素サプライチェーンモデル

• 岩谷産業が開発した燃料電池と蓄電池のハイブリッド船により、
万博期間中に日本初の客船利用を実施。夢洲と各地点をつなぎ、
船舶分野の脱炭素化の将来像を提示。

• ＮＴＴパビリオンにおいて、太陽光発電
等からグリーン水素を製造し、地中通信
用管路を活用してパナソニックパビリオ
ンへ輸送。両パビリオンにおいて純水素
燃料電池で発電した電力を利用する。

水素発電による電力供給やアンモニア発電の発信

• 関西電力が、カナデビア（旧日立造船）の水電解装置を活用して製造したクリーンな水素を用
いて、水素発電により発電した電力を万博に供給。

• IHIがアンモニア専焼発電を実施。万博会場の脱炭素化への貢献を目指す。

水素技術展示・体験ブース

• テーマウィーク（9/22-25）

において、水素技術（水電
解装置・運搬船・発電な
ど）に触れられる展示・体
験の場を提供。

⚫ 万博では、水素燃料電池船への乗船や水素発電による電力供給のほか、水素技術の展示等を通じて、
水素社会を体験可能な展示・イベントを提供する。



水素燃料電池船 「まほろば」

⚫ 岩谷産業が開発。「燃料電池」で発電した電気と「プラグイン電力」のハイブリッド動力で航行。

⚫ 水素燃料電池船として商用客船運行を行うのは、「まほろば」が国内初。

⚫ 大阪・関西万博の移動手段として、市街地と会場間を運行。
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